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令和６年度大阪府地域職業訓練実施計画の策定に向けて 

～第２回 大阪府地域職業能力開発促進協議会の開催結果～ 

 
 

令和６年３月１９日（火）に大阪府地域職業能力開発促進協議会を開催し、地

域の関係機関により地域の人材ニーズを踏まえた訓練コースの設定や職業訓練

効果の把握・検証を行うための協議を行いました。協議結果を踏まえ、「令和６

年度大阪府地域職業訓練実施計画（以下「訓練計画」という。）」を策定し、関

係機関との強力な連携のもと職業訓練を活用した人材育成支援に取り組んでい

きます。 

 

訓練計画においては、産業界や求職者からのニーズに対応しつつ、大阪の基盤産業で

ある「ものづくり分野の人材育成」や、令和４年１２月に閣議決定された「デジタル田

園都市国家構想総合戦略」を踏まえた「デジタル人材の育成」を柱とし、大阪の産業の

成長を支える人材育成を推進し、「早期再就職を支援するための職業訓練」を実施する

とともに、周知広報の強化について取り組むこととしています。 

 

※ 協議会の資料等については、大阪労働局ＨＰに掲載しています。 

 

（参考）大阪府地域職業能力開発促進協議会について 

 令和４年 10 月１日に施行した改正職業能力開発促進法において、新たに法定化され

た職業訓練に関する協議会であり、地域の関係機関に参画いただき、 

① デジタル化など、地域のニーズを反映した訓練コースの設定を促進するとともに、 

② 訓練効果の把握・検証をしっかりと行い、訓練内容の改善を図る 

ことなどを行うこととしています。 
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令和５年度第２回大阪府地域職業能力開発促進協議会 開催報告 

 

１ 日時 

令和６年３月１９日（火）午前１０時００分から午前１１時３０分まで 

 

２ 開催場所 

  大阪労働局第二庁舎 １８階大会議室 

 

３ 出席者 １３名 

冨田 安信  同志社大学社会学部 教授 

田口 直樹  大阪公立大学商学部 教授 

平岡 潤二  公益社団法人 関西経済連合会 労働政策部長 

谷山 真記子 大阪府中小企業団体中央会 事務局長 

澤谷 誓之  日本労働組合総連合会大阪府連合会 副事務局長 

清水 尚道  一般社団法人大阪府専修学校各種学校連合会 理事長 

相田 真由美 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 大阪支部長 

土肥 洋子  大阪府職業能力開発協会 専務理事 

丸山 鷹史  一般社団法人全国産業人能力開発団体連合会 

       株式会社ニチイ学館大阪支店長 

光本 勝也  株式会社アソウ・ヒューマニーセンター取締役部長 

渡邉 朋子  近畿経済産業局地域経済部地域経済課 課長補佐 

岡本 隆之  大阪府商工労働部雇用推進室 人材育成課長 

荒木 祥一  大阪労働局長 

村田 泰弘  大阪労働局 職業安定部長 

 

４ 結果概要  

（１）令和５年度（令和６年１月末）公的職業訓練の実施状況について説明し、

理解を得た。 

（２）大阪労働局、大阪府から令和６年度大阪府地域職業訓練実施計画(案)を説

明し、承認を得た。 

 

① 労働市場の動向と課題（当計画（案）から抜粋） 

大阪府における雇用失業情勢は、持ち直しの動きに弱さが見られる一方コロナ

禍からの経済活動の再開に伴って人手不足感が再び深刻化し、社会全体での有効

な人材活用が必要であり、そのためには、働く方々の意欲と能力に応じた多様な



働き方を可能とし、賃金上昇の好循環を実現していくことが重要である。また、

中長期的にみると、少子化による労働供給制約という課題を抱えている。 

大阪府においては、女性の就業率が全国と比較して低く女性の就業が進んでい

ないことや、就職氷河期世代をはじめ、希望する就職が実現できず、不本意なが

ら不安定な仕事についている非正規雇用労働者など、女性・若者・非正規雇用労

働者の就業を促進していくことが重要な課題となっている。また、デジタル田園

都市国家構想総合戦略に基づくデジタル人材の育成、製造・建設・福祉分野等人

材不足が深刻な分野における人材確保がより一層重要となっている。さらに、

2025年には大阪・関西万博が開催されることとなっており、その人材確保が喫緊

の課題となっている。 

これらの課題解決に向け、生産性の向上や円滑な労働移動、多様な人材の労働

参画に向けた職業能力開発への投資を推進していくこととされており、公的職業

訓練の重要性についても高まっている。 

 

②  令和６年度の公的職業訓練の実施方針（当計画（案）から抜粋） 

離職者等を対象とする公的職業訓練については、2025 年に開催される大阪・

関西万博なども踏まえ、大阪府の今後の産業展開を踏まえた計画的な人材育成

の観点から、デジタル分野等成長が見込まれる分野、製造・建設・福祉分野等

人材不足が深刻な分野における人材育成に重点を置き、訓練コースを設定する。 

また、「就職氷河期世代等正規雇用を希望しながら非正規雇用で働き続けて

いる者」、「女性」、「若年者」、「障がい者」、「中高年齢者」等の人材育

成に資する訓練を実施する。さらに、多様な事情を抱える求職者等が、生活と

の調和を保ちつつ職業訓練を受講できるよう実施期間・時間に配慮した訓練コ

ース、オンラインを活用した訓練コース（ｅラーニング含む。）、託児サービ

ス付き訓練コースの設定を推進する。 

 

③ 公的職業訓練効果検証ワーキンググループの実施方針について 

地域の人材育成を効果的に実施するため、訓練コースの内容がニーズに即し

たものとなっているか、訓練効果等が上がっているか等の検証を行い、当該検

証結果を踏まえた見直しを行う取組を継続し、令和６年度の検証対象分野につ

いては、令和５年度に引き続きデジタル分野を対象とすることで承認を得た。 

 

（３）その他事項（教育訓練給付制度について） 

    政府における重要課題である「リスキリングによる能力向上支援」の推進のた

め、国の教育訓練給付制度にかかる地域ニーズ等について当協議会で確認、協議

を行うこととし、事務局から制度説明及び状況の説明を行った。各構成員から質

疑があり、本省に意見具申を行うとともに、引き続き、当協議会にて継続的に意

見をいただくことで承認を得た。 

 

 



有識者 労使団体 教育訓練関係機関 行政機関等

・訓練修了者の就職後の定着率は把握されてい
るのか（近畿経済産業局　渡邉委員代理）
【事務局回答】
・定着状況については、把握していない。

・女性の割合が一部の訓練では記載されていない
理由について。また、年代別の受講者状況はデー
タとしてあるのか（大阪府職業能力開発協会土肥
委員）
【事務局回答】
・ジェンダーの問題から技専校について申込から
記載を省いている（大阪府）。年齢層については、
データは保有しているので、次回提出させていた
だきたい（労働局）

２　令和６年度大阪府地
域職業訓練実施方針
（案）について

・令和6年度計画の理美容部門について抑制され
ている理由について（関西経済連合会平岡委員
代理）
【事務局回答】
・全体の規模が縮小する中、デジタル分野や求人
求職ニーズの高い分野に重点的に計画定員数を
設定した結果である。

・令和6年度の計画数全体の減少について、経済
情勢の変化やコロナ禍との比較、DXに重点化す
るといったポイントを明記してはどうか（大阪府職
業能力開発協会土肥委員）
【事務局回答】
・明記させていただきたい。

・教育機関に指定を受けるよう積極的に呼びかけ
ることも本協議会の役割となるのか(同志社大学
冨田会長）
【事務局回答】
・そのような意見が出されれば、教育機関に呼び
かけるといった対応も必要と考える。

・在職者の学び直し支援について、個人経由での
給付を過半とする方向性は示されているが、どう
いった制度変化となるのか把握できておらず、地
域協議会で何を議論していけばよいのか教えてい
ただきたい。（関西経済連合会平岡委員代理）。
【事務局回答】
・政府では教育訓練給付の拡充が検討されてい
る。本協議会では、政府におけるリスキリングの
推進に向け、各地域における開講状況が妥当か
という点についてのニーズを把握し、本省に上申
するため、協議事項となったところである。

・雇用保険被保険者として在職中の方が受給でき
るとのことだが、就業時間中に受講されている方
の割合について教えていただきたい。
【事務局回答】
・夜間、通信コースもあるが、個々の詳細について
は把握していない。

・地域の訓練ニーズ等の把握とあるが、これは企
業側のニーズなのか、労働者側のニーズなのか
（大阪職業能力開発協会土肥委員）
【事務局回答】
・地域ごとの教育訓練の機会の確保の偏りをなく
していきたいとの検討方針であるが、具体的な
ニーズについては別途労働者や企業に調査が必
要と考える。一方、本協議会では、地域の企業
ニーズや産業構造等に見合ったものが確保され
ているかといった意見をいただきたい。

・教育訓練給付制度の指定講座の拡大を目指す
とあるが、具体的なKPIは何なのか（全国産業人
能力開発団体連合会丸山委員）
【事務局回答】
・今回初めての議題となり、達成目標等について
は示されていない。

令和５年度第２回大阪府地域職業能力開発促進協議会で出された主な意見等

３　その他報告事項（教育
訓練給付制度について）

１　訓練実施状況につい
て
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